
■企業版ふるさと納税とは

民間企業のみなさまが寄付を通じて、地方公共団体の行う地方創生の取組（妙高版総合戦略推進事業）

を応援してくださった場合に、税制上の優遇措置を受けることができる制度です。
○本社が妙高市外に所在する企業が対象です。

○１企業における１事業あたりの寄附は10万円以上となります。

○本制度の対象期間は、令和２年度から令和６年度までです。

■寄附のメリット

寄附を通じて事業協働の実績となり、企業ＣＳＲ活動への寄与が見込めるほか、地域貢献を通じた新規

事業展開の可能性にもつながります。
○市公式ホームページ、市報で企業名等を紹介させていただきます。

○市長から感謝状を贈呈させていただきます（寄附金額100万円以上）

※公表などを希望されない場合も対応させていただきます。

企業のイメージアップにつながります２

損金算入による軽減効果
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通常の寄附

※寄附に対する返礼品はありません。寄附の代償として本市から経済的利益を受け取ることは禁止されています。

企業版ふるさと納税を活用した寄附

寄附全体額

最大で寄附の９割の税の軽減効果があります１

妙高に 

皆様のチカラを 



　　　人口減少時代に即した地域経営の推進

・地方創生推進事業（官民共創人材の活用、起業家誘致プロジェクト）

・関係人口創出・拡大事業（テレワーク・ワーケーションの推進）

　　　未来を担う子ども・若者の育成

　　　生涯現役で健康長寿のまちづくりの推進

・地域づくり応援事業　　　　　・介護予防・生活支援サービス事業

・スポーツタウンづくり推進事業（健康ウォーキング）

・体と心の健康づくり事業

　　　地域産業の高付加価値化

※上記以外の事業に対しての寄附も可能ですので、ご相談ください。

～人、自然、全ての「生命」が輝く妙高～

お申込み詳細は
こちらから➯

・スキーのまち妙高推進事業（アスリートの強化育成など）

・学校教育振興事業（英語教育、情報化教育の推進など）

・六次産業化推進事業（加工用ぶどうの栽培支援など）

・生命地域妙高環境会議事業 （火打山ライチョウ保護活動、自然環境保全・生物多様性保全）

・2050ゼロカーボン推進事業（環境学習の推進、チャレンジ事業所登録制度の創設）

・新図書館等複合施設整備事業 ・生活交通確保対策事業 (ＡＩデマンド交通)

・観光誘客推進事業（青山学院大学との連携事業、スノーリゾートの形成）

妙高市では、「ＳＤＧｓ」の考えを取り入れ、人と自然が共生する持続可能なまちづくりに

取り組んでいます。

魅力あふれる「妙高」である続けるために、本市の地方創生に向けた取組に一緒に取り組ん

でいただける市外、県外の企業の皆様を募集しています。

皆様のご支援をお願いいたします。
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【問い合わせ先】 〒944-8686

新潟県妙高市栄町５番１号 妙高市役所 財務課

TEL：0255-74-0007 FAX：0255-72-9841

E-mail：zaimu@city.myoko.niigata.jp
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人口減少時代に即した地域経営の推進

未来を担う子ども・若者の育成

生涯現役で健康長寿のまちづくりの推進

地域産業の高付加価値化

将来にわたって安心して暮らし続けることができるまちの形成と、

ＩＣＴ等を活用した効率的な市民サービスの提供を目指します。

未来や世界を見据えた人材育成を強化し、これからの時代を生き抜き、

この地域で活躍する担い手の育成を目指します。

人生100年時代を迎え、支援が必要なかたを地域の力で支える地域共生

社会を築くとともに、市民がいつまでも元気で、地域を支える人材として

活躍する社会の構築を目指します。

今後も成長が期待される分野の観光産業を基軸とし、農業や商工業へ

経済効果を波及させて地域産業全体の高付加価値化を目指します。

妙高市 企業版ふるさと納税 寄附対象事業


